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１章 適格請求書等保存方式の概要

」

 

1 章 適格請求書等保存方式の概要 
 

適格請求書 
 
令和 5 年 10 月 1 日から適格請求書等保存方式が始まります。 
現行の区分記載請求書等保存方式から請求書の記載事項がどのように変わるのか確認します。 

 
交付した適格請求書等の写しについては保存の義務があります。そのため、課税期間の末日の翌日から 2 月を
経過した日から 7 年間、納税地又はその取引に係る事務所等に保存しなければなりません。 
交付した適格請求書等とは、交付した書類そのもののコピーに限らず、その記載事項が確認できる程度の記載
がされているもの（レジのジャーナル、一覧表、明細書など）であっても差し支えありません。 

 

章 
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１章 適格請求書等保存方式の概要

」

2 割特例 

インボイス制度を機に免税事業者から適格請求書発行事業者として課税事業者になった場合には、仕入税額控
除の金額を売上税額の 8 割に相当する金額として計算し、残り 2 割を納付額とすることができます。イメージ
としては簡易課税の第 2 種事業のみの場合と同様の計算式となります。 
この 2 割特例は、原則課税の場合だけではなく、簡易課税の場合でも選択することが可能です。 
2 割特例を適用できる期間は令和 5 年 10 月 1 日から令和 8 年 9 月 30 日までの日の属する各課税期間です。 
インボイス制度を機に課税事業者とならないケース（資本金 1 千万円以上の新設法人などの他の理由で課税事
業者となるケース）は、この 2 割特例の対象外となります。詳しい条件についてはインボイス Q&A 問 112 及
び問 113 の 2 割特例の適用ができない課税期間をご確認ください。 
 

少額特例 
少額（税込 1 万円未満）の課税仕入れについては、適格請求書の保存がなくても一定の事項を記載した帳簿の
保存のみで仕入税額控除が可能です。 
この少額特例は、基準期間における課税売上高が 1 億円以下又は特定期間における課税売上高が 5 千万円以下
の事業者が、適用対象者となります。（特定期間における課税売上高については、納税義務の判定と異なり、
課税売上高に代えて給与支払額の合計額による判定はできません） 
令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの期間が適用対象期間となります。 
少額の税込 1 万円未満の課税仕入れに該当するかどうかは、一回の取引の課税仕入れに係る税込金額が 1 万円
未満かどうかで判定するため、一商品ごとの金額による判定するものではありません。 
 

少額な返還インボイスの交付義務免除 
適格請求書発行事業者が国内で行った課税資産の譲渡等につき、返品や値引きなどの売上げに係る対価の返還
等を行った場合には、返還インボイスの交付義務がありますが、その金額が税込 1 万円未満である場合には返
還インボイスの交付義務が免除されます。 
この少額な返還インボイスの交付義務免除については、すべての事業者が対象となります。 
具体例のような売手が負担する振込手数料がある場合には売上値引きとすることで交付義務が免除されます。 
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」

仕入税額控除の要件 

現行においては、「3 万円未満の課税仕入れ」及び「請求書等の交付を受けなかったことにつきやむを得ない
理由があるとき」は一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入れ税額控除が認められる旨が規定されていま
すが、適格請求書等保存方式の開始後はこれらの規定は廃止されます。 
（一定規模以下の事業者は税込 1 万円未満の課税仕入れについて少額特例を受けることができます） 
 
そのため、仕入税額控除を行うためには適格請求書の保存が基本的に必要となります。 
適格請求書等の交付を受けることが困難な取引に関しては、帳簿のみの記載でも認められますが、これは限定
列挙されているものに限られます。 

免税事業者や消費者などの適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れは、適格請求書がないため、
原則として仕入税額控除を受けることができませんが、経過措置により仕入税額控除が可能です。（詳しくは
次ページ） 

期の途中で課税事業者となるケース 

免税事業者が適格請求書発行事業者として登録を受けた場合には、その登録を受けた日から課税事業者となり
ます。そのため一つの事業期間の途中で、免税事業者→課税事業者となるケースがあります。 
このケースに対応するために、新規会社登録・修正・削除の消費税情報タブで、課税事業者となった日付を入
力することができるようになります。 

 
～適格請求書発行事業者の登録申請書の登録日の参考情報～ 
令和 5 年 10 月 1 日から登録を受けたい場合は、経過措置により令和 5 年 9 月 30 日までに登録申請書を提出
することで令和 5 年 10 月 1 日から登録を受けることが可能です。インボイス Q&A 問 7 をご確認ください。 
令和 5 年 10 月 1 日以後に登録を受ける場合には、経過措置により登録申請書に登録希望日（提出日から 15
日以降の登録を受ける日として事業者が希望する日）を記載することで、その登録希望日から登録を受けるこ
とが可能です。詳しくはインボイス Q&A 問 8 をご確認ください。 
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免税事業者等から課税仕入れの税抜処理の注意点 

 
経過措置により仕入税額控除が認められる 80％相当額については、法人税や所得税法において仮払消費税
として処理することが可能ですが、残りの 20％相当額については、法人税や所得税法において仮払消費税
として処理することができません。 
そのため、免税事業者等からの課税仕入れの消費税のすべてを仮払消費税として処理すると、棚卸資産や
固定資産については税務調整が必要となるケースがあるのでご注意ください。 
 
ICS ではそのような税務調整が起きないように、税込金額からの税抜処理の際に 80％相当額のみを仮払消
費税として処理し、残りの 20％相当額についてはそのまま税抜きせずに当該科目に残すようにしていま
す。 
具体例として同じ税込 110,000 円の税抜処理についてですが、以下のように処理されます。 
 

免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置 

 
仕訳で「免税事業者等からの課税仕入れ」を選択すると、元帳に「免 80」「免 50」の表示が出るようになっ
ており、この経過措置の適用を受ける旨の帳簿の保存要件を満たすようになっています。 
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積上げ計算の種類 

 
・請求書等積上げ計算 

適格請求書に記載された消費税額等を一つ一つ積み上げて計算する方法です。 
そのため適格請求書単位ではない単位で仕訳を入力する場合には、自動計算された税額と異なる場合が
多いため、正しい税額に直接訂正する必要があります。 
 

・帳簿積上げ計算 
上の図の※印に記載された内容の方法です。 
適格請求書単位ではなく帳簿に記載した単位で積上げすることも認められます。今までの積上げ計算に
近い方法となりますが、端数処理は切捨てか四捨五入のみとなります。 
この課税仕入れの都度というのは、一定期間をまとめた単位、納品書単位、合理的な基準により計上し
た単位でも差支えないとされています。詳しくはインボイス Q&A 問 123 をご確認ください。 

令和 5 年 10 月 1 日以降の税額計算 

今までは、売上税額と仕入税額ともに割戻し計算が原則で、積上げ計算は特例という単純なものでした。 
令和 5 年 10 月 1 日からは、上の図のように仕入税額は積上げ計算が原則になり、少し煩雑になります。 

この税額計算に対応するため新規会社登録修正削除の消費税情報タブに税額計算という項目が増えます。 

令和 5 年 10 月 1 日以降はこの税額計算の設定を元にして、消費税の計算が行われます。 
右側の詳細設定ボタンにより、期の途中で税額計算を変更するようなケースについて設定可能です。 
 
令和 5 年 10 月 1 日をまたぐような事業期間においては、10 月 1 日以降は「税額計算」の設定を元にして計
算が行われ、9 月 30 日以前は消費税申告書の業務にある「積上げ計算を行う」のチェックの有無を元にして
消費税の計算が行われます。またぐ事業期間については新旧の設定が混在するためご注意ください。 

一括税抜き処理（月単位／決算月／決修月）の経理処理についても令和 5 年 10 月 1 日以降は、「税額計算」
を元にして、割戻し計算で税抜きするのか、積上げ計算で税抜きするのかが決まります。 
そのため一括税抜き処理の経理処理と消費税の計算の両方に「税額計算」の設定が反映する仕組みとなってい
ます。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 章における ICS の画面以外の画像については、国税庁のパンフレット・リーフレットから引用しています。 
出典：国税庁 HP（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice_about.htm） 
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MEMO 
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２章 新規会社登録・修正・削除

2 章 新規会社登録・修正・削除 
 
インボイス対応に伴い、会社登録の消費税情報を確認・設定します。 
 
 

課税期間設定 
 

適格請求書発行事業者の登録により事業期
間の途中から課税事業者になった場合の設
定をご紹介します。 

 

➊消費税情報タブより、「課税開始日設定」
をクリックします。 
 

 
❷「課税事業者となった日付を登録する」

にチェックを付け、課税開始日を入力し
ます。 
この指定日以降の仕訳から消費税を集計
します。 

 
 

  

 
経理方式・税額計算 

 

➊売上・仕入の税額計算方法を選択しま
す。（参照 P.5） 
令和 5 年 10 月 1 日以降の消費税の計算は
この設定を元に行います。 

 
 
 
 
 
 

❷事業期間の中で、税額計算を途中で変更
する必要がある場合には「詳細設定」ボ
タンから期間ごとに税額計算の設定をす
ることもできます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

章 

  補足 ―日付の入力 
課税開始日は、和暦 6 桁入力／月日 4 桁入力
いずれも有効です。 

 

➊ 

➊ ➋ 

➋ 
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インボイス登録番号の表示 

 

➊インボイス登録番号の表示で、「表示す
る」を選択することで後述する仕訳や科
目、摘要等にインボイス登録番号の入力
ができるようになります。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

 

➊   ポイント ―表示する／しない 
インボイス登録番号は帳簿の記載要件には該
当しないため、表示しないことも可能です。 
表示する場合は、入力したインボイス登録番
号が公表サイトに登録されている番号なのか
どうか検証することができます。 

 

  重要 ―経理処理設定と税額計算の違いは？ 
令和 5 年 10 月 1 日以降の仕訳の消費税計算
は、「税額計算」の設定で行います。 
逆に「経理処理設定」での設定は 9 月 30 日
以前の仕訳に対する設定になります。 
 
また決算期間の期首が令和 5 年 10 月 1 日以
降の場合、「経理処理設定」での「一括税抜
き方式」の設定自体が非表示になります。 
 
 
 

 

令和 5 年 10 月 1 日～ 

～令和 5 年 9 月 30 日 
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３章 科目設定・摘要登録

3 章 科目設定・摘要登録 
 
科目／枝番／摘要単位で免税事業者等からの課税仕入れを初期設定として登録しておくことができます。 
 
 

科目設定・変更 
 
 

科目に対して免税事業者等からの課税仕入れ
を初期値として登録できます。 

 

➊科目設定→科目設定・変更タブより該当
科目の「免税」欄を〇に変更します。 
 

 

  

 
摘要登録 

 

➊摘要に対してインボイス登録番号・免税
事業者等からの課税仕入れ区分を設定可
能です。仕訳入力時に該当の摘要を指定
することで反映されます。 
 

 
 

❷F4 プレビュー／F5 印刷から「適格請求
書発行事業者照合リスト」が出力可能で
す。 
入力した登録番号が有効なものかどうか
は、適格請求書発行事業者公表システム
の Web‒API 機能を利用した自動判定によ
り〇×で表記されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

章 

➊ 

・
・
・ 

➋ 

➊ 
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枝番残高登録 

 
 
枝番に対して免税事業者等からの課税仕入れ
を初期値として登録できます。 
 

➊残高登録→枝番残高登録にて該当科目の
枝番を呼び出し、「免税」欄を〇に変更し
ます。 

 
❷枝番とインボイス登録番号を紐づける場

合には、「摘要」欄にインボイス登録番号
を設定した摘要の番号を入力して、摘要
と枝番を紐づけます。（免税事業者等から
の課税仕入れの設定になっている摘要も
同様に紐づけ可能です。） 

 
 

  

 

 

  

MEMO 

➊ ➋ 
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４章 仕訳入力

4 章 仕訳入力 
 
仕訳におけるインボイス登録番号の入力、免税事業者等からの課税仕入れの入力方法等を確認します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費税欄 
 

➊登録番号 
T を除いた 13 桁の数字で入力します。 
画面上部に登録番号が入っている摘要辞
書の一覧を表示しますので、その中から
選択することで予め登録した登録番号を
呼び出すこともできます。 
 

 
❷免税事業者等からの課税仕入れ 

該当する場合にチェックを付けます。マ
ウスクリックの他、キーボードのスペー
スキー、「1」キーでも選択できます。 
消費税欄に「免 80」と表示し、税額欄に
は消費税額の 80％相当額で計算します。
（R5.10.1 以降の日付の仕訳のみ） 

 
 
また、科目／枝番／摘要のいずれかに免
税事業者等からの課税仕入れの区分を付
けている場合は、該当のものを選択した
時点で自動的にチェックが付きます。 

  

 
F4 入力設定 

 
 

➊「税額修正を可能にする」にチェックを
付けると、仕訳の税額欄を直接修正でき
るようになります。請求書等積上げ計算
の時などにご活用ください。（参照 P.5） 
 

 
❷「消費税欄を毎回確認する」にチェック

を付けると、金額入力欄から Enter で送
る際に毎回消費税欄にカーソルが止まる
ようになります。 

 
 

 

  

章 

➊ 

➋ 

➊ 

➋ 
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仕訳区分 

 
❶支払手数料などの経費科目で、「売上返

還」の区分を指定することができるよう
になりました。 
売手が負担する振込手数料などの少額イ
ンボイス交付義務免除に対する改良で
す。（参照 P.2） 
 

 
❷仮払消費税等に個別対応の仕入区分、仮

受消費税等に簡易課税の業種区分を設定
することができるようになりました。 
 
その他いくつかの区分が選択できるよう
になっています。これにより消費税関係
を正確に入力できるようになりました。 

  

 
  
      

～その他の変更点～ 
 

・OCR による伝票読取 
以下の記号を記載すると、読み取った際に免税事業者等からの課税仕入れと認識します。 
M : 免税事業者等からの課税仕入れ 
N : 免税事業者等からの課税仕入れ + 軽減税率 8％ 

 
 
 
 
 
 
 

・表形式データ取込 
インボイス対応マスターでは、表形式フォーマット作成で「免税事業者等」「インボイス登録番号」
の列が追加されます。（db 仕訳形式・db 出納帳形式・db 振替伝票形式のみ） 
免税事業者等からの課税仕入れに該当する場合は「1」を入力すると日付から 80％か 50％か自動判
定します。登録番号は T+13 桁の数字を入力することで取り込むことができます。（数字のみの入力
でも取込可能ですが、Excel の仕様上、意図せず置き換わってしまうため推奨しません。） 
 
 

 
 
 
 

・定型仕訳 
定型仕訳にもインボイス登録番号・免税事業者等からの課税仕入れの区分を設定することが可能です。 

 
・パソコン変換 

各社ソフトでの免税事業者等からの課税仕入れ区分の変換に対応しました。 
 

・建設マスター 
未成工事支出金で仕訳区分「完成時振替」を選択している場合に、免税事業者等からの課税仕入れ区
分が設定可能になりました。原価振替すると免税事業者等からの課税仕入れの区分がついた仕訳が出
来上がります。 

 

➊ 

＜仮払消費税等＞ 

＜仮受消費税等＞ 

➋ 



13 
５章 出力

 

5 章  出力 
 
インボイス対応で変更のあった帳票をご紹介します 
 

総勘定元帳 
 
 
 

❶免税事業者等からの課税仕入れの場合、
摘要欄に「免 80」と表示します。 

 
 
 
 
 
 

❷F7 出力書式にて消費税区分を「出力しな
い」に設定すると、上記「免 80」の表示
もなくなります。 
 
経過措置の適用を受けるためには、免税
事業者等からの課税仕入れと分かるよう
に帳簿に記載する必要があります。 
「出力しない」に設定している場合に
は、帳簿の保存要件を満たさなくなる可
能性がありますのでご注意ください。 

  

 
チェックリスト 

 
 

❶「インボイス登録番号を出力する」設定
が追加されました。 
チェックを付けると摘要下部に登録番号
を表示します。（1 行出力時を除く） 

 
 
❷上記❶の設定は、用紙サイズで「A4 用

紙・横」「B4 用紙・横」のいずれかを選
択した場合のみ有効になります。 

 
 
 
 
 

 
 
 
❸適格請求書発行事業者チェックリスト 

仕訳に登録済みのインボイス登録番号が
有効なものかどうか、Web‒API 機能を利
用して確認することが可能です。 
適格請求書発行事業者公表システムに登
録されている「氏名又は名称」も同時に
確認できます。 

  

章 

➊ 

➋ 

➊ 

➋ 

❸ 
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５章 出力

 

 
消費税額試算表・消費税額集計表 

 
 

➊消費税額試算表 
免税事業者等からの課税仕入れの項目を
追加しました。「免 80」と表記します。 

 
 
 

❷消費税額集計表 
免税事業者等からの課税仕入れについて
は、「経過措置適用課税仕入」など新しい
項目で表記し集計します。 

 
 

 

  
 

 
消費税額比較表 

 

➊2 割特例との比較ができるようになりま
した。 
課税期間／出力期間の開始日が、令和 5
年 10 月 1 日以降の場合に選択可能で
す。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

  

➊ 

＜消費税額試算表＞ 

＜消費税額集計表＞ 

➊ 

➋ 

  ポイント ―2 割特例計算の要件① 
2 割特例を適用できるのは、「インボイス制
度を機に免税事業者からインボイス発行事業
者として課税事業者になった場合」です。課
税期間に令和 5 年 9 月 30 日以前を含む場合
は、これに該当しないため適用できません。
（参照 P.2） 
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６章 消費税申告書

6 章  消費税申告書 
 
申告書付表にも今回の改正で様式改訂が行われています。 
 
 

2 割特例計算を使用する 

➊チェックを付けると、付表 6 が作成され
税額計算が変更されます。（参照 P.2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
❷積上げ計算を行うのチェックは、令和 5

年 9 月 30 日以前の消費税の集計に影響
します。令和 5 年 10 月 1 日以降の消費
税の集計は、「新規会社登録・修正・削
除」の「税額計算」の設定に従います。
（参照 P.7） 

 
❸「税額情報」に「当課税期間」の行が追

加され、当課税期間における課税売上高
が確認できるようになりました。 
インボイス制度により、免税事業者から
課税事業者となった場合は、免税事業者
である期間における課税売上高も、当課
税期間の課税売上高に含める必要がある
ため、仕訳から集計して表示されます。 
 
「非連動処理を行う」場合でも申告書か
ら集計して表示されますが、集計できな
いケースは手入力が可能になります。 

  

 
付表 2‒3 

 
 

➊免税事業者等からの課税仕入れ専用の項
目が追加され、通常の課税仕入とは別で
集計されるようになりました。 

  

章 

  ポイント ―2 割特例計算の要件② 
基準期間の課税売上高が 1,000 万円超の場
合は適用できません。本表・付表画面への移
行時に下記メッセージが表示された場合は、
基準期間の課税売上高を確認してください。 
基準期間の課税売上高は「税額情報」ボタン
より確認・修正が可能です。 

 

➊ 

➊ 

➋ 

➌ 



16 
６章 消費税申告書

 
 

2 割特例計算を適用、かつ旧税率での取引がある場合・・・ 
 

2 割特例計算を適用し、かつ、旧税率での取引もある場合については付表 6 を使わずに、簡易課税
の付表を使うことになります。（原則課税であっても簡易課税の付表を使います。） 
ICS システムでは基本情報タブ‒設定項目にて「2 割特例計算を使用する」「経過措置対象課税資産
の譲渡等有り」の両方がついていると様式が変わります。 

 
還付付表 2 

 
 
 

❶取引先の登録番号欄が追加されていま
す。T を除いた 13 桁の数字を入力する
か、カーソルを当てると登録番号が入っ
ている摘要辞書の一覧を表示しますの
で、そちらから選択することで登録番号
を反映させることもできます。 
 

  

 
付表 6 

 
 
 

❶基本情報タブで「2 割特例計算を使用す
る」にチェックを付けた場合にできあが
る新設様式です。 
（準確定用の旧付表 6 は付表 7 に様式番
号が変更されました） 
 
2 割特例を使用する場合、既存の付表 2‒
3 や 1‒3 などは使わず、付表 6 と本表・
課税標準額等の内訳書のみになります。 

 
 
 
 
 

❷課税標準額に対する消費税額の 80％分を
控除対象仕入税額とみなして計算しま
す。（参照 P.2） 

  

 
 

➋ 

➊ 
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7 章 原票会計 S

 
 

スキャナ保存制度と電子取引制度の両方に対応 
 

適格請求書等保存方式が始まると、交付した適格請求書の写しに保存義務があることと、仕入税額控
除をするためには適格請求書が必要なことから、かなりの量の書類を保存する義務がでてきます。 
さらには電子取引についても、電子データではなく紙印刷で保存できた経過措置も令和 5 年 12 月 31
日で終わることから、令和 6 年 1 月 1 日以降は基本的に電子データとして保存する必要があります。 
原票会計 S は、スキャナ保存制度と電子取引制度の両方で JIIMA 認証を取得しているソフトですので
ご安心してご利用いただけます。 

7 章  原票会計 S 
 
インボイスの保存・管理に便利な原票会計 S をご紹介します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規会社登録・修正・削除 
 

原票会計を行うための前準備を行います。 
 

➊経理処理情報タブにて「原票イメージ保
存」を行うに切り替えます。 

 

  

 
証憑/カード明細/通帳 

 
 

➊OCR 処理ｄｂ→原票会計 S タブ「1.証憑
/カード明細/通帳【読取・編集・転記】」
から入ります。 

 
 

❷読み取る帳票の種類を選択します。 
「証憑」ではレシートや請求書等の読取
を行うことができます。 
クレジットカードや通帳についても読み
取ることが可能です。 

 
 
 

❸接続したスキャナによるスキャン、また
はあらかじめスキャンして保存した PDF
や JEPG の画像ファイルから読み取りま
す。 

  

章 

➊ 

➊ 

➋ 

➌ 
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7 章 原票会計 S

 
編集・タイムスタンプ 

 
 
 

❶日付や金額等、証憑から認識された内容
を左側の仕訳データに転記します。 
AI 摘要によって科目については、過去の
仕訳や文字列から自動判定します。 
 

 
 

❷読み取った証憑よりインボイス登録番号
を認識、転記します。 
適格請求書発行事業者公表システムの
Web‒API を利用して有効な番号かどうか
の判定も行います。 

 
 

❸免税事業者等からの課税仕入れの場合、
「免税事業者」欄にチェックを付けま
す。 
次回以降の読み取りでは電話番号・店名
より判定し、自動的にチェックが付くよ
うになっています。 

  

 
仕訳に紐づいた原票の確認 

 
 
 

❶原票が紐づいた仕訳には SEQ 番号の左側
に「 」のアイコンが表示されます。 

 
 
❷オン（水色の状態）にすると、選択した

仕訳に紐づいている原票が表示されま
す。 

  

 
 

➊ 

➋ ➌ 

➊ 

➋ 


